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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、「日本企業の会計不正を防ぐためには、既存の企業統治メカニズム
は、十分に機能するのか？」という点についての実証研究を行った。主な研究成果は、以下にまとめられる。第
一に、欧米で有効とされる独立取締役あるいは独立監査役の登用は、報告利益の質を高める効果はないことを示
すことができた。一方で、監査役等設置会社においては、銀行派遣監査役のいる企業において、報告利益の質を
高める効果があることを示すことができた。第二に、会計不正の可能性を小さくすると予想される会計保守主義
は、メインバンクによるモニタリングが代替することを示した。

研究成果の概要（英文）：This research empirically investigates whether Japanese corporate governance
 effectively functions to enhance corporate accounting quality. Our major results are summarized as 
follows. First, independent directors or auditors do not enhance earnings quality in Japanese 
corporations and main bank-appointed auditors are substituted for the roles of independent directors
 or auditors in Japanese corporations. Second, the roles of conservative accounting are substituted 
by the monitoring of main banks.       

研究分野：会計学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的意義は、日本型企業統治メカニズムの有用性を示したことである。会計不正問題は、2000年
初頭の米国エンロン事件があり、米国企業では独立取締役・監査役の登用を含む内部統制強化にその解決を求め
た。本研究成果では、我が国においては、伝統的な銀行派遣監査役のモニタリング機能が有効であることを示唆
している。その意味では、必ずしも、米国の企業統治メカニズムをそのまま適用するだけでは十分ではなく、我
が国の伝統的な企業統治メカニズムの中でも有効なシステムを上手く適用しながら、様々なガバナンス不全の問
題解決に取り組むことが重要であることを示した点に学術的・社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
オリンパス・東芝といった大企業における会計不正問題が多発しており、欧米のメディアを中心
として、その一つの要因として、日本企業の企業統治の機能不全の問題が指摘されるようになっ
ていた。米国においても、2000 年代前半にかけて、World.Com 社や Enron 社の会計不正の問
題が大きく取り上げられ、それらの解決の為に、上場企業に対する内部統制を中心とする企業統
治の改善を図るための SOX法の施行によるガバナンス強化の動きがあった。一方で、我が国の
企業統治の特徴は、市場中心型の企業統治システムを取る米国とは異なる銀行中心型の企業統
治という特徴(Aoki et al., 1994)を有しており、米国型の市場中心型の企業統治とは異なること
が知られている。特に、融資関係・株式保有関係を有するメインバンクによるモニタリングが、
企業統治上、重要な役割を果たすことが数多くの先行研究で明らかにされている。一方で、「会
計不正という問題が頻発する日本企業において、どのような企業統治メカニズムが有効なのか？
という点については、実務的にも重要なインプリケーションを含むものの、アカデミックな検証
が十分に行われていない状況であった。 
 
 本研究では、このような研究上の課題を解明するために、以下の 2 点からの検証を行うこと
を予定していた。まず、「日本企業の企業統治の特徴であるメインバンクによるモニタリングな
どが有効であるのか？」といった点についての解明を行うための研究活動を行う。その上で、「メ
インバンク等によるモニタリングが有効でない場合は、欧米型の内部統制強化が会計不正を防
ぐうえで有効であるか？」といった点についての研究活動を行う。これら 2 点の研究活動を行
うことにより、「会計不正問題を緩和するための企業統治メカニズム」についてのアカデミック
な検証を行い、有用なインプリケーションの導出を行うことが予想される。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、「日本企業の会計不正を防ぐためには、既存の企業統治メカニズムは、十分に
機能するのか？」という点についての実証研究を行うことである。会計不正を防ぐためには、経
営者の裁量的な利益管理行動の影響を小さくすることが求められる。欧米の研究においては、委
員会等設置会社内の監査委員会の独立性が高い場合に、裁量的な利益管理行動の影響が小さく
なることが示されている。一方で、我が国においては、委員会等設置会社自体を採用する上場企
業が少数にとどまり、取締役会と独立した監査役会でのモニタリング機能に期待する企業が多
い。本研究では、このような日本企業の監査委員会と監査役会が併存するシステムの下で、経営
者の裁量的な利益管理行動は、どのように監査委員会あるいは監査役会の構成員によりモニタ
リングされているのか？という点を検証するための実証研究を行う。 
 
 次に、会計不正を防ぐためには、会計保守主義(Accounting Conservatism)の影響も重要であ
る。会計保守主義を取る企業は、損失計上が早く大きくなる傾向があることから、会計不正の可
能性が低くなることが想定される。米国の先行研究では、会計不正などのエージェンシー問題を
防ぐための銀行あるいは機関投資家のモニタリングに対して、会計保守主義が代替的な役割を
果たすことを明らかにしている。我が国の実証研究においては、会計保守主義を取る企業と我が
国企業のモニタリングメカニズムの関係性については、先行研究では十分な検証が行われてい
なかった。その意味で、本研究を行うことにより、会計保守主義と我が国の企業統治メカニズム
との関係性を明らかにする結果を示すことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
本研究の方法論は、「会計不正を防ぐための企業統治メカニズム」についての検証を行うための
実証分析を行うことである。第一の研究目的を明らかにするための方法論としては、経営者の裁
量的利益管理(Opportunistic Earnings Management)の諸指標を測定した上で、それらの指標と
企業統治メカニズムの関係性を明らかにすることである。まず、上場企業の利益管理の指標を被
説明変数、上場企業のモニタリングメカニズムを説明変数とする回帰分析等を行う。日本企業の
内部統制については、委員会設置会社制度下の監査委員会と監査役会等設置会社の監査役会の
それぞれの役割が異なる可能性を加味して、それぞれの企業毎に分割した分析を行った。加えて、
因果関係を識別するために、内生性を加味した操作変数法による推定なども行っている。 
 
 第二の研究目的を明らかにするための研究の方法論としては、会計保守主義に対して、メイン
バンク関係がどのように影響を与えるのか？を明らかにするための実証研究を行う。米国の先
行研究である Erkens et al. (2014, The Accounting Review) の方法論に倣った会計保守主義
のモデルを使用した分析を行う。因果関係を識別するために、メインバンク関係のある企業群と
メインバンク関係のない企業群について、傾向スコアを用いて 1 対 1 のマッチングを行ったサ
ンプルについて、主たる実証結果と同様に、「メインバンク関係は、会計保守主義を代替する効
果が観測されるかどうか？」を検証するための Propensity Score Matching 法(傾向スコアマッ



チング法)による推定も行って実証分析を行うことになる。 
 
４．研究成果 
本研究で得られた研究成果は、主に以下の 2点にまとめられる。第一の研究目的を明らかにする
論文としては、Sakawa and Watanabel (2021, Asian Business and Management)を出版するこ
とができた。同論文は、公刊前の段階でも、American Accounting Association の年次大会など
を含む国際会議報告を行い、専門研究者の意見を反映させることで、論文を出版することができ
た。同研究で得られた実証結果としては、米国企業において、SOX 法施行以降、特に有効とされ
てきた「独立取締役あるいは独立監査役」の登用は、報告利益の質を高める効果はないことを示
すことができた。一方で、監査役等設置会社においては、銀行派遣監査役のいる企業において、
報告利益の質を高める効果があることを示すことができた。この実証結果は、日本企業の銀行中
心型企業統治の特徴に合致するものである。したがって、日本企業におけるメインバンクからの
監査役派遣が、会計利益の質を高め、会計不正などの問題を未然に防ぐために有用な役割を果た
すことを示す結果となった。 
 
 第二の研究目的を明らかにする論文としては、Sakawa and Watanabel (2020, Asian Business 
and Management)を出版することができた。同論文についても、公刊前の段階において、American 
Accounting Association の年次大会などを含む国際会議報告を行い、Association of Japanese 
Business Studies の Finalist of Best Paper Award に選出されるなどの成果を上げることがで
きた。これらの国際会議報告時における専門家からのアドバイスを反映させることが、学術成果
の公刊を行う上で重要な役割を果たすことになった。同研究で得られた実証結果としては、メイ
ンバンク関係のある企業は、会計保守主義を需要せず、メインバンクによるモニタリング機能が 
会計保守主義を代替する役割を示している。したがって、本研究においても、第一の研究と同様
に我が国の銀行中心型企業統治メカニズムが有効に機能していることを示唆する結果となって
いる。 
 
 上記 2 点の研究に加えて、会計不正の発生自体と日本型企業統治の特徴の関連性を示す研究
について、2021 年 5月 27 日実施の European Accounting Association の年次大会において研究
報告を予定している。同論文については、新型コロナウイルスの影響で、2020 年度の European 
Accounting Association の年次大会が延期されたこともあり、研究期間修了後の研究報告を行
うこととなった。また、同論文について、現在再読付き学術雑誌に投稿して、Revise 要求を受
けて、改訂作業を行っている状況である。 
 
 最後に、上記の研究以外にも、日本型企業統治の特徴が企業行動にどのような影響を与えるか
について検証を行った関連研究を、査読付き雑誌である Applied Economics, Sustainability, 
Management Decision, Research in International Business and Finance 等の査読付き学術雑
誌に公刊することができた。これらの研究成果については、研究成果報告にまとめられている通
りである。加えて、研究成果をブラッシュアップさせることを目的としたワークショップを複数
回開催することで、本研究課題に関する有意義なコメントを得ることができ、研究成果の質を高
めることができた。 
 
 最後に、本研究成果の学術的・社会的意義は、日本型企業統治メカニズムの有用性を示したこ
とである。会計不正問題は、2000 年初頭の米国エンロン事件があり、米国企業では独立取締役・
監査役の登用を含む内部統制強化にその解決を求めた。本研究成果では、我が国においては、伝
統的な銀行派遣監査役のモニタリング機能が有効であることを示唆している。その意味では、必
ずしも、米国の企業統治メカニズムをそのまま適用するだけでは十分ではなく、我が国の伝統的
な企業統治メカニズムの中でも有効なシステムを上手く適用しながら、様々なガバナンス不全
の問題解決に取り組むことが重要であることを示した点には、今後のガバナンス改革などにも
その知見を活用できるという意味で、学術的・社会的意義があると考えられる。 
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